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建築鋼構造 の リユ ースシステムに関する研究
岩 田 衛')藤 田 正則2)三 宅 康彦3)





わが国の二酸化炭素排 出量の1/3は 建設関連 と推計 され
ており、次世代 が良好 な生活 を維持するために、建設業界
が果 たすべ き役割 は大 きい。こうい った背景か ら、日本建
築学会は、1997年 の気候変動枠組条約京都 会議(COP3)に
呼応 して 「新 しい建築物 で ライフサ イクルCO、(LCCO、)
を30%削 減、耐用年数 を3倍 の延伸 を目指すべ き」との声明
を発表 した。これ と並行 して建 築分 野におけるライフサイ
クルアセスメント(LCA)に 関する研究 や、循環型社会 に対
応 した企画 ・設計 ・施工 における各種 の提言や取 り組みが
行われている1)2)3)4)5)O
建築構造のライフサイクル における環境負 荷 を削減する
ため には建 築物 そのものの 「長寿命化」、部材 レベ ルでの
長寿命化 といえる「リユ ース 」、材料 レベルでの長寿命化
といえる「リサイクル」が挙 げられる(図1)。
建 築鋼構造 のライフサイクルにお ける環境負荷削減のシ
ナ リオによると構1造躯体 を1000年 間使用するシナリオ、構i
造躯体 を100年 ごとに建 替え、鉄骨部材 をリユ ースまたは
リサイクルするシナリオは、構造躯体 を100年 ごとに建替 え、
全 てを廃棄するより、各 々約50%、30%、20%のLCCO、 の
削減が可能である6)7)。このように建 築鋼構造 における環境
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負荷削減 にとって、「長寿命化」は最 も重 要であるが、物理
的、意匠的、経済的あるいは社会 的な要 因により、解体 し
なければならない建築物 は多 く存在する。この場合、建築
鋼構造では、部材 をスクラップにして「リサイクル」すること
が なされてきたが、スクラップ手 間及 び電炉 メーカー経営
の問題か ら、この鉄 リサイクルも転換点 にたたされている。
以上の ことか ら、現在 までに市場 が成立 していない 「リ
ユース」という方策の実現 を検討 してみ る必 要性 が生 じて
い る。最近 ニーズが 出てきてい る期 限付 き建築物 や短寿
命建築物 に対 して も、建築物全体 のリユース、少 なくとも
部材 レベルでの リユ ースは極めて有 効である。鋼構造部
材の場合、、スクラップにおいても溶融するためのエ ネルギ
ーが必要であり、それに伴 い多量 のCO、 も発生する。その
点、リユ ースは、解体、輸送、手直 しの付加 エネルギーで
あり、環境負荷が小 さい8・。
本 来、鋼材は再加工で きる唯一の構造材料であり、解体
可能 な特別 なジョイントを有 していなくても、切断、穿孔 、
溶接等 の若干の再加工 でリユ ースできる。また、錆 と大地
震時の塑性化以外 に経年変化が少 なく、リユ ース材 として
優れた材料特性 を備えている。これ らの経年変化 に対 して
も、錆 には定期的 な塗装 で対処できるし、大地震時 の塑性
化 には耐震設計 の一つ として実用化 されている損傷 制御
設計 を用 いることにより、エネルギー吸収部材 を特定化す
ることで、主要 な部材 を弾性範 囲に留 め、対処できる9)O
一般鉄骨構造 を対象 としたリユースを推進するにあたっ
ては、一 品受 注生産 である建設 業全体 を横 断的 に眺 め、
インターネットによる情報技術 を駆使することが不可欠であ
る。すなわち、建築鋼構造 のリユ ース材の質と量 を確保 し、
必 要な場所 と時間 に所 定の品質のリユ ース材 を迅速 に供
給するための情報 ネットワークが必要である10川1鋤。このモ
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図4施 工 ・維持 管理 フロー
デル を基 に一般鉄骨構造 における部材 ・部 品の情報 のデ
ータベースを構 築 し、将来 的な部材のリユース化 の実現へ
の道 を示 したい と考 える。しか しなが ら、リユ ース材 が既
存の流通 と同様 に循環するためには、従来 の生産 ・製品の
供給 という「動脈産業」に対 して、その処 理、再 生、再利 用
を行 う「静脈産業」の確立が必要であるものの、これを実現
するための技術やしくみが確立 されていない状況 にある14)。
本論で は、環境負荷 を削減するために 「建築鋼構造の リ
ユ ースシステム」の提案 とその実現化の方法 について述べ
る。ここで、リユ ースシステムとは、リユースフローにおい
て、設計 ・加工 ・施工 ・維持 管理 ・解体 ・保 管の一連のサ
イクルにおいてリユ ースビジネスを成立するための しくみで
あり、その全体 の システムをさす。その実現化 にあ たって
は、1)リユース材 の調査 、2)リユースマネジメントモデル、
3)デ ータベ ースの構築方法、4)ス トックヤードの設置方法、
5)丁 寧 な解体方法、6)リユ ース材の性能評価 方法、7)リユ
∵ス材の加工方法、等 を研究開発する必要がある。さらに、
部材 をリユ ース材 として使用 しやすいサステナブル ビル構
造 を実現する必要がある。 「
L
2.建 築鋼構 造 に お ける リユ ー ス システム
2.1リ ユースフロー
建築鋼構造 にお けるソフトの情報 とハードとしての モノ
(この場合 はリユース材)の 情報 のリユ ースフローを図2に
示 す。点線 はソフトの情報 を表 し、実線はモノの流 れ を表
している。リユ ース材 はデータベ ース(以 下 、DBと い う)を
介 して、設計 ・加工 ・施工 ・維持管理 ・解体 ・保管 の一連
のサイクルで循環する。1
(1)設計 ・加工 フロー
リユ ース材 に着 目した設計 ・加工 フローを図3に 示す。
設計段 階で は、構 造設計者 は、部材の選定にあたってリユ
ース材 のDBに アクセスして部材 を決定する。図 には示 して
いないが、リユ ース材 のDBは 必ず しも解体 され保管 され
ているものでなく、現在使用 中の建築物 で、解体 予定のも
のを先取 りして考 えてもよい。リユ ース材 だけでは部材 の
選定が充分で ない場合 には新材料 を使用する。ここで、新
材 料 とはリユース材 として使用せ ず、新規 に製造する材料
をいう。
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図6リ ユース材のデータベースの利用者
加工段階では、リユ ース材 のみ、またはリユ ース材 と新
材料 の併用 となる6発 注 されたリユ ース材 を現場 での手
直 し、あるいは工場での手直 しを行 い、仕様 に合致 した部
材 に仕上 げて製品 とする。ストックされてい るリユ∵ス材
はDB上 の情報 として一元管理 されてい るが、部材 自体 は
各地区の保管場所で保管 される。
(2)施工 ・維持管理 フロー
リユ ース材 に着 目した施工 ・維持管理 フローを図4に 示
す。施工段 階では、施工者は設計図書 をもとに構造技術者
の選定 した部材 を発 注する。ここで、製品はリユース材 の
み、.またはリユース材 と新材料 の併用 のいず れかである。
維持 管理段 階で は、建物 の運用 中に地震 などで部材 に損
傷 を受けた場合や建物 の使用 目的が変更 になる場合 には、
改修 してリサイクル園あるいは解体 を決定する。
(3)解体 フロー,、
リユ ース材 に着 目した解体 フロー・を図5に 示す。建築主
は解体 後 の部材 の扱 い を決定する。解 体の決定後 、リユ
ース材 とする場合
、リユース材 としてDBに 性能 に関する情
報 を登 録する。その際、部材の性能 を評価 ・判定 し、リユ
ース材 の有 無 を決定する0地 震 などで塑性化 してい る部
材 はスクラップ処理 して、リサイクルする。なお、リユース
材 として使 用するためには、より丁寧 な解体 ・分別 を行 わ
なければならない。すなわち、回収 されたリユ ース材 は、
部材 の劣 化状態 に応 じてリユ ース、リサイクル、廃 棄のい
ずれかのフローとなる。
2.2リ ユ ース システムのデータベース(DB>
建築鋼構造の長寿命化 は、最 も環境負荷 を削減すること
がで きるものであるが、実際 には社会的要因等 により長寿
命化 を目指 した建築物 にお いて も設計寿命が達成 で きな
い。やむなく解体する場合で も建築鋼構造 をリユ ースする
ことにより環境負荷 を削 減で きる。これ は、建築鋼構造 に
おける部材 ・部 品のDBを 構築することにより可能 となる。
リユ ース材 はDBを 介 して、設計 ・加工 ・施工 ・維持管
理 ・解体 ・保管 の一連のサイクルで循環する(図2)。 リユ ー
ス材の利用者 は建築主 ・設計事務所 ・施工者 ・ユーザ ー等
の不特 定多数 であリ、各 々必 要 なリユ ース材 の情報 に関
して インターネットを介 してDBヘ アクセスする(図6)。 建築
主 は、リユ ース材 の探索 や リユ ース材 の使用 を設計 者 に
依頼 する。構造設計 者 はDBに アクセスして リユ ース材 及
び新材料 の併用 も含 めて選 定する。リユ ース材 の加工 者
は、発 注 されたリユ ース材 を工場 あるい は現場 での手 直
しを行 い、適 した部材 に仕上げて製品 とする。施工者 は、
リユ ース材 またはリユ ース材 と新材料 を併 用 して施工 す
る。リユース材 はDBに おいて一元的 に管理 され、各地 区
のストックヤードで保管 される。維持管理段階で は、建築
物の運用 中に地震等 で部材 に損傷が見 られ るときや建築
物 の使用 目的が変わるときに改修 して使 用するか、解体す
るか を判断する。解体するときには、その時点で リユ ース
材 としてDBに 登録する。地震等 で塑性化 してい る部材 は
スクラップ処理 してリサイクルする。
3.リ ユ ース システ ムの構 築方 法
3.1リ ユ ー ス 材 の 調 査
(1)リ ユ ー ス 材 の ス トック
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図9リ ユ ースヤ ネジメ ン トモ デル
圧延H形 鋼は、ビルトアップH形 鋼やボ ックス断面鋼 に比
べ て、∫ISやISOで 規格化 されたサイズ体系 により製造 され
ているので、リユ ース材 として取 り扱 い易 い。1978～2002
年 に製造 された圧延H形 鋼 の生産量 を図7に 示す15)璽6)。これ
によると、建築物 に使用 されている圧延H形 鋼 は1億3千 万
トン以上蓄積 されていることになる。建築物が社会環境 や
敷地 条件 の変化等 により30年 程度 で解体 されるとすると、
毎年400万 トンのH形 鋼が スクラップとなる。現在1こ のス
クラップは、電炉 にてほとんど100%リ サイクル され てい る
が、このうち、25%程 度、主 として工場 ・倉庫 に利用 されて
いる無耐火被 覆の圧延H形 鋼が リユ ース材 として適応で き
ると推定 される。
鉄 骨造 の各 ブ ロック'にお ける建築床面積 と鉄骨 造件数
の割合 を図8に 示す15)。建築床面積 と鉄骨造 の件数 の割合
は各 ブロ ックにおいて類似 の傾向 を示 す。リユ}ス 材 の
市場 は関東、近畿、東 海 ブロックに集 中していることが わ
かる。
(2)リユースビジネス'
リユ ース材の静脈産業 を確 立するためには、これが事 業
として成立 するような社 会環境の整備 、財 政的、法律 的 な
バ ックアップが必要 である。例 えば、グリーン購入法 、CO、
税導入 、ISO14000の 取得企業 に対 する税制優i遇制度 、地
球環境技術 開発 に対 する助成等 である且7)。損傷制御設計9)
した建築鋼構 造 に対する地震保 険 の導入 も望 まれ る。こ
れらの静脈産業が確立 されると、9安価 なリユ ース材 の安定
的な供給 を可能 となる。一方で は、リユースビジネスが成
立するためのマネジメントモデルを構築 する必要がある。
3.2リ ユースマネ ジメン トモデル
リユースマネジメントが経済的に成立するために、図9に
示すモデルを提案する(以 下、リユ ースマネジメントモデル
とい う)。ここで、リユ ースマネジメントは情 報技 術 を利用
した建築鋼構 造 のリユ ース化 に関するシステム全体 をさ
す。モ デルは 「マネジメント分 野」、「新規設計分野」、「スト
ック分野」から構 成 されている。リユースフローを3分 野で
位置付 けることで、リユースビジネス成立 のための情報 の
役割が明確 になり、DBを 構築 で きる。
(1)マネジメント分野
リユースマネジメントモデルにおいて中心 となるビジネス
マネジメントはリユースビジネスを管理 し、情報技術(以 下 、
ITと いう)エンジニアリングとリユース材加工者 を統括する。
ITエ ンジニアリングは、リユ ース材 の性 能評価 、リユ ース
材 の情報 を一元的 に管理 するシステム、並 びリユース材 の
性 能 に関する情報 をDBと して構築 し、その維持管理 を行
う。リユ ースシステムは不特定多数 の設計者等 によるDBへ
のアクセスのため、インターネットを介するものとし、常 時、
リユース材 に関する新 しい情報 に更新する。リユ ース材加
工者 は、リユース材 の加工 ・保管 ・品質検査 を行 う。それ
ら情報 をITエ ンジニアリングの有 するリユ ース材 のDBに 登
録する。これらを「マネジメント分野」と位置付 ける。
このように、マネジメント分野 において、インターネットを
介 して情報 ネットワークを形成することで、地理 的 ・時 間的
な制約 を受 けないようにすることがで きる。 、
(2)新 規設計分野
ここでは、建築主か ら依頼 を受け建築家が設計 し、構造
技術 者が部材 の選 定 にあたる。この段階 で、構 造技術者
はリユ ース材 の使用 の是非 を決 定する。リユ ース材 を使
用 する場合 には、ITエ ンジニアリングが管理 するリユ ース
材 のDBに アクセスし、その選 定 を行 う。次 に、建 築主 は、
設計 図書 を基 に建築 を施工者 に依頼する。施工者 は設計
図書 に基づ き、リユース材加 工者にリユース材 を、新材 料
の加工者 に新材料 を発 注する。新材料 は従来 どお り、メー
カーが製造 する。なお、施工者 は、設計変更や リユ ース材
として想定 した建築物の解体 時期 の変更等の理 由で リユ ー
ス材 が入 手不可能 になった場合 、新材料 で対応 する旨を
あらかじめ建築主 と設計者か ら同意 を得 てお く。
このように、新規設計分野 において、リユ ース材加工者
は新材料 に加 えて、リユ ース材 の加工 を行 うことが可 能 と
なり、ビジネスの選択が増 えることになる6
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(3)ストック分野
リユース材 として使用するためには、丁寧な解体 ・分別を行
う必要 がある。解体されたリユ ース材 は、品質検査 を受 け、
リユース材加工者によって保管される。保管されたリユース材
の性 能に関する情 報は、ITエ ンジニアリングの有 するDBに 登
録 される。ビジネスマネジメントは、リユース材として想定できる
建築物の建設地、解体時期、部材の量等を把握し、リユース
材 の保管場所や経済性 を踏 まえて総合 的にリユ ース材 を設
定する。これをストック分野 と位 置付 ける。ここにおいて、建築




情報の種類には、数値化 され る情報、数値化 され にくい
情報 、感 性 を伴 う情報 がある(図10)。 数値化 され る情報
は、リユース材の形状 ・検査等 の性能 に関する情報 や部材
コード等の管理 清報である。数値化 され にくい情報 は、リ
ユ ース材 の加工要領書 ・施工要領書等の ドキュメントや標
準 ディテール に関する情報であ り、インデックス等 によりコ
ード化 を必 要 とする。感性 を伴 う情報 は、リユ ース材の形
状や劣化等 の視覚 に関する情報であ り、デジタル化 により
対応できる。これ らは、ソフトに関する情報 であ る。ハ ード
としての情報 は、リユース材 そのもの とそれ らに添付 され
たリユ ース材 の部材 コードである。DBの 利 用 フローを図
11に 示 す。DBは 共通DBと プロジェクトbBに 分類 で きる。
共通DBは 、リユース材 に関する共通データで あり、管理情
報 ・性 能情報 ・検査 情報 をさす。プロジェクトDBは 、共通
DBか ら連動 して作成 されるデータで、リユ ース材 の受注が
確 定 された段階で作成 され る。
ビジネスマネジメントは、構造設計者等 の利用者 に対 し
てインターネット上 を通 して共通DBに よりリユ ース材 の情
報 を提 示する。利用者 はそれ.らを元 に設計条件 や建 設地
等 を考慮 してリユ ース材 を選定 し、必要数量 ・納期等 に関
して見積依頼 を行 う。ビジネスマネジメントは、仕様 と諸条
件 を元 にリユース材 に関する見積書 を利 用者に提 出する。
そこで、利 用者の契約が成 立するど、インターネット上で注
文 に対 して受注 を確認 し、プロジェクトDBと して登録する。
次 に、発 注及 び配送情 報 を抽 出及び配送計画 の策定 を行





建築鋼構造 にお けるリユース材 のDBを 構築 するための
条件 として下記があげられ る。'
(a)数 値化 され る情 報
・リユー ス材 の性 能 に関す る情報
・リユー ス材 の管理情 報







(c)感 性 を伴 う情 報
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図11デ ー タベ ー ス の 利 用 フ ロ ー
購 姦
a)リ ユース材の情報 の明確化
・生産 プロセスで生成 され る情報 は
、ソフトまたはハ ー
ドか らなり、その種類及び量 において膨大である。設計
にお いては建築主 ・意 匠設計者 ・構造設計 者 ・CADオ
・ペ レータ等
、施工 において は施工管理 者 ・溶接工等 の
多岐 に渡 る。これ らの情報 は使用 するヒトによって情報
が不 要であったり、各生産 プロセスにおける情報の重 み
付 けは異 なっている。例 えば、新材料 またはリユース材
の選定方法 に関する情 報 は設計者 にとって重要度が高
いが、施工 者 にとっては重要度が低 い。これ に対 して、
新材 料 またはリユ ース材 の調達納期 や品質等 の情報 は
施工 者 にとって重要であるが、設計者 にとって重要度 は
低 い。す なわち、設計者 にとって何 を建 てるか に関する
情 報が重要 となるが、施工 者 にとってどのように建 てる
か に関する情報が重要である。また、生産者 にとって何
に使 われるか、どのように生 産するか に関する情報が重
要となる。 、
このように設計 ・加工 ・施工の各生産 プ ロセスの情報
の役割 を明確 にすることは、リユ1一ス材の情報 を決定 を
容易 にする。
88 神奈川大学工学研究所 所報 第27号
表1デ ー タベ ースの利用形態
方式 特徴 ソフ トの
イ ンス トール 先
利 用者
LAN方 式 フアイ ル共有型 クライア ン ト側 利用者が限定
C/S方 式 リモー トサイ ト
か らのアクセ ス
サーバ ー側 利用者が限定
Web方 式 イ ンターネ ジ ト
経 由でアクセス
サ ー バ ー側 　 不特定多数
注)ク ライア ン ト:デ ー タベース の利 用者
サ ー バ ー デー タベー スの管 理者
輸送費
保管費
1ス トックヤ ー ドの数
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リユ ース材 としてH形 鋼 を使用 した柱 ・梁接合 の標準
化 において、数値化 された情報 は、テキストデータやデ
ジタル情報のインデックス等 をさす。ここでは柱 または梁
に使用 する圧延H形 鋼 の細 幅 ・中幅 ・広 幅 シリーズ等 の
集約化 された部材 ・部 品がある。リユ ース材 としてのH
形 鋼 の標準化 は従来 のそれ と同様 である。リユ ース材
は、所定寸法 にするための部材問の部材継 ぎや強度 ・剛
性等 の性 能 を確保 するため の穴埋 め、部分補修等 を行
う必要がある。これ らのリユ ース材の性能 を解析 ・実験
等 により評価 し、その評価 方法 を確 立する。この評価 方
法 を基 にリユ ース材 の性能 を数値化 することで、DBと し
て利用できることになる。
c)情 報の一元管理
『リユース材 は圧延H形 鋼が生産時の規格 のシリーズを
対象 とするが、将来的 にはこれ らの規格 は変更 ・追加 さ
れ、部材 サイズ体系 を拡張する必要が生 じる。例 えば、
H形 鋼 の規格 には、フランジ外縁 一定か らフランジ内縁
一定の部材 や建築構造用圧延鋼材や高性能圧延鋼材 等
の新 しい鋼 材が追加 され る場合 である。これ に対応 す
るため、DBを サ ーバーにより外 部 ファイル として一元 管
理 し、複 数の利 用者が 同時 にDBに アクセスできる同時
実行制御 や障害が発生 した場合 に障害発生以前 にデー
タの制御 等 を行 う。これにより容量制限の緩和 、処理速
度の確保 等 が維持 でき、利 用者 か らデ ータの検索 ・更
・新 ・維持管理が容易 となる。
(3)DBの 利用形態
DBの 構築 に必要 なソフトの代 表例 を表1に 示す。DBの
利 用形 態 として、LAN(LocalAreaNetwork)方 式 、CIS
(Client/Server)方式、Web方 式 に分類で きる18)。LAN方 式 は
地域 や組織等 の限定 された範 囲内でのデータや画像等 を
相互 に通信 するネットワークであ る。各 々のユ ーザ ーが 開
発 できるものの、コンピュータの処 理速度 や容量等 の性能
に依存する傾 向 にあ り、共有 のDBと するには難点がある。
CIS方 式 はDBを サーバ ー側 にのみインストール し、検 索処
理 をサ ーバe側 で行 って結果のみ をユ ーザー側 に返 す シ
ステムである。刀モートサイトか らアクセスするため、DBの
管理が容易であるものの使用者が限定 される。』これ に対 し
て、Web方 式 はインターネット上 において、地域や組織 時間
の制約 を受 けず、不 特定多 数の人が利用 で きる。す なわ
ち、処理 が全 てサ ーバ ー側 で行 わ れ、クライアントには
HTML等 の情報 のみが返 され るため、クライアントのOSや
ブラウザ等の環境 に依存 しない処理が可能 となる。 ・
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図15リ ユース材の輸送 の模 式図
c)大 梁 の揚 重d)柱 梁接合部 の解 体後
図且6丁 寧 な解体 の例
3.4ス トックヤー ドの設置方法
(1)リユース材 と流通
現 在の流通 における普通鋼鋼材 は、その大部 分が メー
カーか ら問屋経 由で販売 されてい る。それ以降、問屋 か
ら直接加工者 に販 売 される場合 と、特 約店 を通 して加工
者 に販売 され る場合、あるいは商社 が これ らの機能 を統
括 する場合がある19)(図12)。 これ に対 して、リユ ース材 は、
ビジネスマネジメントが 総合的 に管理9運 用 することとす
る。ITエ ンジニアリングが リユ ース材 のDB構 築 ・管理 を行
い、リユ ース材加工者が リユ ース材の保 管 ・加工 ・品質検
査 を行 う。リユ ース材 は、新材料 の流通 である問屋 を経
由して加 工者 に輸送 される場合 と、リュース材加工者 また
は施工者 に直接輸送 され る場合がある。リユース材 は、い
ずれの場合 においてもストックヤードにて保管 される。スト
ックヤードはリユース材 を保管することにより、その加工 ・
使用 における時 間的 なずれ を調整することができる。すな
わち、ストックヤードはリユrス 材 を保管 し、在庫管理、加
工 を行 ない、需要に応 じて供給する機 能を有する。
ストックヤードの数と輸送費 及び保管費の 関係 を図13に
示す。ストックヤードの数 が増 加するに連れて輸送 費は下
が るが、保管費 は上昇する。リユース材の保管量が減少す
ると、顧客の注文に対応できない場合 も生 じる。ストックヤ
ードの数 は保管費 と輸送費の合計 が最小 になるように設定
する。
リユ ース材 を使用 した工事費 は、材料 、保管 、DB構 築 、
加工、建方、仮設、輸送 で構成 される。リユース材 の保管
費 は、賃貸、設備償却、設備維持 、労務等である。工事費
の構成 比の例 を図14に 示す。ここで、リユ ース材 の輸送費
は、加工工場 ・建設現場 ・解体現場 ・ストックヤードの各 間
におけるモノの移動 の費用である。
(2)リユ ース材の輸送費及び保管費
リユ ース材の保管費及 び輸送費 はストックヤードの設置
数 と場所 、建設現場の位 置 に大 きく依存する。n個 の建設
現場 にリユ ース材 を供給するため に、m個 のストックヤー
ドを使用 した場合 の模式 図 を図15に 示す。建 設現場 に供
給するリユース材 の量が多 くなると複数のストックヤードよ
りリユ ース材 を供給することになる。リユ ース材 を使用 し
た場合の輸送費α及 び保管費csは 、最適化手 法の一つで
ある線形計画法 によると次式のようになる20)。
mnm




X,:ス トックヤード1から建設現場ハ の輸送量 を示す変数
n
(Σ 場:ス トック ヤ ー ド1の リユ ー ス 材 の 量)
ノ=1
y=1の 場合:1地 点のストックヤードが有 る
y,oの 場合:1地 点のストックヤードが無 い
このようにリユース材 の輸送費及 び保管 費は、各 々の目
標関数α及びcsを 最小 にする線形計画法により算定 できる。
3.5丁 寧 な解体方法
(1)解体工法
1建築鋼構造 の解体工 法 には、機械 切断工法 とそれが作
業環境 上困難 な場合 や規模 が小 さい場合 を対 象 としてい
る手壊 し工法がある21)。建築鋼構造の丁寧 な解体工法 は、
主 にガス切 断工法 による手壊 し工法 であるが、仕 上材 は
[







アー ク溶接 B-ARC 3























A-1 235以 上 320 400～5正0 459 17以 上 28 中央部
A-2, 235以 上 297 400^-510 463 17以 上 29 中央部
B-ARC 235以 上 290 400^510 365 17以 上 7 熱影響部
B-OO2 235以 上 320 400～510 365 17以 上 7 熱影響部
C-0 235以 上 301 400^-510 463 17以 上 26 熱影響部
C-2.0 235以 上 315 400^-514 487 17以 上 22 熱影響部
















































































b)部 材 継 ぎ 溶 接
機械切 断工法である。その解体順序 として、解体 しやすい
箇所 か ら順次解体 する場合 と新築の建方工程 の逆順序 で
解体 する場合がある。解体の部位 は、主要構i造部材 として
柱梁接合部、梁 一梁接合部 、柱 一柱接合部、二次部材 とし
て小 梁、母屋材、胴縁等 である。その接合法 には、主に溶
接接合 、高力 ボルト接合 がある。溶接接合 の場合 にはガ
ス切断、高力ボルト接合 の場合 には高力ボルトを緩 めるか
毒るいは溶 断して部材 を取 り外す。耐火被覆 はまとめて撤
去する。丁寧 な解 体 にお いて は、部材 に有 害 な変形 を生
じない ようにするため、敷地条件 、構造形 式、使用 部材 、
用途等 を見極 めて工法 ・解体順序 を選 定する。・
(2)丁寧 な解体工法の具体例
ここで、建築物の財産価値が時代 の変化 に伴 って合致 し
なくなったことにより、解体 した小屋組鉄骨 造 の例 を図16
に示 す。屋根 仕 上 材 は大波 石 綿 ス レー ト葺 き、外 壁 は
ALC(板 厚=100mm)で ある。スパ ン23.4m、 桁 長 さ80mの 一
方向ラーメン構造、一方向ブ レース構造で、柱 と梁 ともに
H450を 使用 している。まず、仕上材 を撤去 し、母屋材 は鉄
骨 カッターにより切 断する。小梁 、柱 と大梁 の接合 部 は高
力六角 ボル ト接合 であり、ボル トを緩 めるかあるい は溶断
により部材 を取 り外 す。建方時 と同様 に取 り外 した部材の
ボル ト用穴 に仮 ボルトを差込み、順次、クレーンで揚重 して
吊降 ろす。柱脚の アンカーボル トをガス溶断 により撤去後 、
柱 を撤去する。
3.6リ ユース材の性能評価方法 脚 ド』
(1)リユ ース材 の性能
構 造用鋼材 は日本工業規格(JIS)規 格品、日本工業規格 同
等品、大 臣認定品、無規格 品の種類に分類 され る。これ ら
のいずれかに該当するリユース材 に対 して、品質 を提示 し
ているミルシート付 き新材 と同程度 の性能の有無 を判定す
る。リユ ース材の降伏点 ・引張強 さ・伸 び等 は引張試験 や
化 学成分分析等 によって評価する。リユ ース材の寸法許容
差 は、H形 鋼 の各区分 に対 して新材 と同様 にJIS規 格 を満
たすようにする。リユ ース材 に要求 される性能 レベ ルによ
り評価項 目は異 なるものの、評価 された リユ ース材 に対 し
て性 能評価 シートを発行する。なお、ミルシート付 きの余剰
材 や短尺材 を部材継 ぎしたもの は、従 来構法の加工 と同様
なので、新材 と同様 の扱いとする。
(2)基礎実験
リユ ース材 を想 定 した穴 埋め溶接、部材 継 ぎ溶接の試
験体 の単純引張試験 を行 う(図17)。 試験体 は全 てSS400の
H型 鋼(H-390×300×10×16)か ら採取する(表2)。 引張試
験結 果 を表3に 示す。各 試験 体 の降伏荷 重は、全 てJISの
基準値 を満たしていたが、引張 強 さ・伸 びに関 しては 、穴
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a)部 材 継 ぎの組立
b)部 材 継 ぎ溶接
c)ボ ル ト穴 埋め溶接
d)寸 法検査
図19リ ユ ース材 の加 工方法














埋 め溶接 の試験体 において基準値 に満た なか った。穴埋
め溶接 の試験体 の溶接方法 の違 いは、アーク溶接 よりCO、
溶接 の方が安定 した結果が得 られたが、溶接方法 の違 い
による強度 への影響 はなか った。部材継 ぎ溶接 の場 合 、
ほ とんどが熱影響部付 近で破断 した。これは溶着金属 の
方が母材 よりも強度が大 きい ため、・溶接 のボ ンド部、ある
いは母材 の熱影響部で破 断 したものと考 える。また、部材
継 ぎ溶接試験体 については、公差が大 きくなるに連れて引
張強 さ、伸 びの値 は減少 した。また、CO、溶接 の場合 の降
伏 点は、アーク溶接 より、CO,溶 接の方が溶 け込 み量が多
くなるためアーク溶接試験体 よりも大 きくなる。
アーク溶接試験体、CO、溶接試験体共 に弾性域では新材
の試験体 とほぼ 同じ荷重歪 曲線 を描 いたが、歪硬化域 に
おける最大歪が40000μ 前後 になった。これは、母材 とポ
ンチカスの溶接部が破断 した後、穴埋 め溶接試験体 のよう
に母材の中央部 に変形が集中したためである(図18)。また、
母材 の熱影響部 にお いては、公 差Ommと2mmで はそれほ
ど差 は見 られなか ったが 、目標値 で ある2mmを 超 えた場
合 の公差5mmで は歪が5000μ に達 しなかった。
これ らのことか らリユース材 を想定 した穴埋 め溶接 、部
材継 ぎ溶接 を有する場合、塑1生範囲での挙動 は異 なるもの
の、騨 性範囲では新材 と同様 の挙動 を示すと考 える。
3.7リ ユース材 の加工方法
(1)加工方法
リユ ース材 の加工 には、丁寧 な解体 により得 られた部材
及びそれらと新材 の組み合 わせがある。いずれもミルシー
トあるいは性能評価 シート付 きの部材 を使 用する。リユ ー
ス材特有の加工 には、図19に 示すように部材 継 ぎ溶接、ボ
ル ト穴埋 め溶接 、開口部補 強等 があるが、その品質 はJIS
規格 やJASS6等 に基 くもの とする。溶 断 された大 梁のガセ
ットプ レートやスチ フナ等 はグラインダー仕上 げ とする。こ
れ らの位 置情報 をDBに 登録 する。なお、リユ ース材 は、
新材 と同様 に品質 を満たすように検査 する。DBと1対1に
対応 した管理情報 は部材 コード(刻印 ・ICタグ等)と してリユ
ース材 に添付する。
(2)プロダクトモデル
DBか ら連動 した三次元 プロダクトモデル22)の例 を図20に
示す。対象モ デルは中層鉄骨造(共 同住宅)に 使 用 した妻
方向ラーメン構造 、桁方向ブL一 ス構造である。桁方 向に
は座 屈拘束 ブレースを使用 してお り、柱材(H-250)、 梁材
(x-300～400)の リユ ース材 を使用 している。この システム
は形状情報 と製作情 報 によりプロダクトモデルを生成する
鉄骨CAD-CAMシ ステムであ り、各 リユース材の部材継 ぎ、
穴埋 め溶接 、スチ フナの位置情報等 に関するソフトとハ ー
ドの情報が1対1に 対応 している。この場合 、プロダクトモ
デルの作成 にあたってデータ容量の制約が少 なく、時間軸
の情報 を考慮 した4次 元 プロダクトモ デルの構築 も可 能 と
なる。
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小地震
曲げモ ーメ ン ト














4.リ ユ ー ス材 を使 用 したサ ス テ ナ ブル ビル 構 造
4.1構 造 システムの概要
100年 以上の長期 にわた って建築物 を使用するには、メ
ンテナンスしやすい構造設計、さうに経年変化する部分 に
つ いて は、劣化 した各要 素が容易 に取替 え可能 な構 法が
必要である。また、地震 国であるわが 国で は、地震 による
被害 を無視することはできない。そ こで、損 傷制御 設計 を
応用 した構造システムを考える23)。
この構造 システム(以 下、サステナブル ビル構造 どいう)
は、損傷 した各部材、部品 を取替 えることにより'、構造全
体 の持続性 を図 り、解体が容易で リユ ースができる部材 に
よって構成 される。サステナブル ビル構造 の柱梁接合部 に
は、大 きな曲げモーメントが生 じないよう〒に、柱 と梁に制振
部材 としての座屈拘束 ブ レースza)zs)(以 下、ブ レース とい
う)を 方杖 のように設置する(図21)。 この構 造 システムの
柱 梁接合 部は半剛 なので、大地震 時 にも大 きな曲げモー
メントが生 じなく、損傷 を被 らないで ブレースのみが地震
エネルギーを吸収 する。大地震後 もブレースのみを点検 し、
損 傷 して いれば補 修 ・交換 することにより、建 築全体 は継
続使用 が可能で ある。また、部材 の接合 をボル トのみ とす
れば、部材 の丁寧 な解体 が可 能 となり、 リユ「ス材 として
利用 しやすいと考 える 。
本構造 システムは、接合部 に曲げモーメントが作用する
時 、接合 部が離 間するまで は第一段 階 として、剛接合 とほ
ぼ 同様 の剛性 を有 する(図22)。 小規模 の地震 時 には この
剛性 によって、建物 の使用性 を満足 させる。さらに曲げモ
ーメントが作用すると
、・第二段 階に進 み、第一段 階 よりも剛
性が低下 する。中 ・大 規模 の地震 時 には接合 部の剛性 が
小 さくなることで、いわゆる半剛接合状態 となり、主架構 に
損傷 を与 えず、ブレースによる効率 のよいエネルギー吸収
を行 うことがで きる。そして、巨大 地震時 に大 きな曲げモ
一メントが作用 すると
、第三段 階 となり、ほぼ ピン接合 と同
様 の性能 を示 す。万 が一、数箇所 の柱 梁接 合部が この段
階 に至 って も、その他 の柱梁接 合部が 第二段 階 であれば
それ らの剛性 は元 に戻 るため、建物全体 として残留変形 は
あまり生 じることがない。
4.2柱 梁接合部
接合 部の概 要 を図23に 示す。図は部品 に分解 した もの
であ る。梁端部 にブロック状 の接合部ユニットを溶接する。
必要 に応 じて リブプ レート等 を設 ける。 また、柱 部材の接
合部ユ ニットと接触 するフランジには鋼 棒 の貫通 する穴 を
設 け、そ の穴 に鋼棒 を通 し、初期 張力 を入 れて締 め付 け
る。鋼棒 は、首下の長い高力ボル ト、ワンサイドボルト、両
端部 をねじ切 りした もので、従 来のボル トよりも長いため、
歪 が小 さく、変形能力 に優 れている。接合部 は、巨大地震
時 にも破 断等 が生 じることなく、安定 した回転性能 を確保
することができる。
現場 へは、工場で生産 した接合部ユ ニットを、梁端部 と
溶接 した後 に搬入 することで、現場で柱 と梁 を鋼棒 でつな





柱 梁接合部 とブ レースを方杖状 に設 置 した場合 、ブ レ
ースが安定 したエネルギ ー吸収 が行 えるか
、接合鋼棒 の
破 断等が なく変位 に追従 できるか を確認するため部分架構
実験 を行 う。試験体 として、ブ レースが2本 のものをBW、
1本 のものをBSと する。図24に 示 すBW試 験体 は柱 梁接合
部 にブ レースを設置 したものであり、BS試 験体 は梁上部 の
ブレースを取 り除 き、使用鋼材量 の軽 減 と施工性 、意 匠性
の向上 を図る構造 システムを想定するものである。本実験




主 構 鋼棒 ブ レース












エネ ル ギー 吸収 部 長 さ(mm)
800
円 形 鋼 管 形 状
101.6x3.2L=1100
※n:本 数1:長 さdt:梁 芯一鋼棒間距TO初 期張力A:断 面 積
表5試 験体の機械的性質
素材 降伏 耐 力(N/mm2) 引 張 耐 力(N/mm2) 伸び(%)
鋼棒 S45C 475.3 768.3
主架構 SS400 304.0 451.5 1
ブ レー ス SN400B 263.4 448.1 35.5
※鋼棒 は引張 試験結果 主架構 はミル シートの値
ブレースは素材引張試験(5号)の 結果
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では、円形鋼管 により芯材 を座屈拘 束 し、ガセ ットを一体
としたブレースを用 いる。試験 体一覧表 を表4、 試 験体 の
機械 的性質 を表5に 示す。一,
ブレース付試験体 では、図25に 示す載荷 プログ ラムで
載荷 した後、変形角1/25に 相 当する振 幅で耐力低 下がみら
れ るまで載荷 を行 った。各 試験体 の載荷点 の水平荷 重P
と回転角 θの関係 を図26に 示す。BW試 験体 で は変形角
1/25相 当9回 目で片側 のブ レースが破 断 し、実験 を終了 し
た。BS試 験 体で は1/25相 当7回 目にブレースが破 断 し実
験 を終 了 した。ブレースなしの試験体 と同様 に梁が浮 吟
てしまう現象 はみられたが 、BW試 験体 では安定 した性状
を示 した。BS試 験体で はブレース引張側 で水平変位0付
近で荷重 の低下があるが、これはブ レースと離 れた方の鋼
棒2本 が大 きく変形 していたことか ら、図27に 示すように鋼
棒 に座屈 が生 じ、剛性 が低 下 したと考 える。水平 変位0か
らマイナスに移行すると鋼棒 が引張側 となるために、耐 力
が安定 する。ブ レース圧縮時 の吸収エ ネルギーの総和 と
引張 時の総和 はほぼ 同等 なことか ら安 定 したエ ネルギー
吸収が行 われていることが分かる。
5.結 び
本論で は、環境負荷 を削減するために 「建築鋼構造 のリ
ユ ースシステム」の提案 とその実現化の方法 として、1)リユ
ース材 の調査、2)リユ ースマネジメントモデル、3)デ ータベ
ースの構築方法、4)ストックヤードの設置方法、5)丁寧 な解
体方法、6)リユ ース材 の性 能評価方法、7)リユ ース材の加
工方法、にρいて示 した。さらに、部材 のリユ ース材 として
使用が容易 なサステナ ブル ビル構 造の構築例 につ いて示
した。
これ らの提案 とサステナブルぜ ル構造 を実現化 すること
により、リユース材 が既存 の流通で ある、従来の生産 ・製
品の供給 という「動脈 産業」に対 して、その処理、再生、再




行 われ ました。 、
本研 究の企画 にあたり、室伏次郎 ・神奈川大学教授、和
田章 ・東京工業大 学教授 、C.W.Ibbsカ リフォルニア大学教
授 の御助言 を戴 きました。・本研究 の実行 にあた り、小川秀
雄 ・神奈川大学助手、村井正敏 ・神奈川大学主任技術員、
前 田親範 ・前 田一級建築士事務所 所長、中村博志 ・新 日本
製鐵(株)建 築事業部マネージャー、斎藤啓一 ・大和ハ ウス
工業(株)主 任 、遠藤益 夫 ・コスモ技研(株)課 長 の御協力
を戴 きました。また神奈川大学 ・岩田研 究室 学生 、小谷野
一 尚君 、山本重治君 、和 泉 田洋次君 には卒業研 究 を通 し
て御協力 を戴 きました。ここに深 く感謝の念 を示 します。
この研 究テーマの成果 を踏 まえ、経済産業省 ・大学発事
業創出実用化研究 開発事業 のテーマとして応募 し、採択 さ
れました。現在、大学発 ベ ンチ ャーを目指 して、研 究開発
を実行中です。応募 に際 して協力 して戴 いた、田口澄也 ・
神奈川大 学産官学連携推進室 長、宇崎勝 ・神奈 川高度技
術支援財団(KTF)主 任 にも、この場 をお借 りして感謝い た
します。
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